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ま え が き 
 
 
 
 

この交通安全実施計画は、交通安全対策基本法（昭和４５年

法律第１１０号）第２５条第３項の規定に基づき、令和７年度

に講ずべき、本県における陸上交通の安全に関する施策を定め

たもので、第１１次山梨県交通安全計画（令和３年度から令和 

７年度までの５か年計画。以下「計画」という。）の各章の 

「講じようとする施策」について、第５年次事業として実施す

るものです。 

 

第１１次山梨県交通安全計画では、道路交通の安全において

は、最終年(令和７年)における交通事故発生件数２，０００件

以下、交通事故死者数２０人以下、交通事故重傷者数２６０人

以下、飲酒運転の根絶、全席シートベルト・チャイルドシート

着用率１００％という目標を掲げています。 

また鉄道交通の安全においては、乗客の死者数ゼロ、運転事

故全体の死者数の減少、踏切道の交通安全においては、踏切事

故件数ゼロという目標を掲げています。 

計画の目標が達成されるよう、市町村をはじめ関係機関・団

体等の御協力をいただく中、道路交通環境の整備、交通安全思

想の普及徹底、安全運転の確保等、各政策の推進に努めて参り

ます。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １ 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

 
 実施機関 
 

甲府河川国道事務所、まなび支援課、県民生活支援課、道路整備課、道路管理課、都
市計画課、耕地課、交通指導課、交通規制課 
 

○実施計画の内容 
【甲府河川国道事務所】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 

科学的データや、地域の顕著化したニーズ等に基づき抽出したエリアにおいて、国、自治 
体、地域住民等が連携し、徹底した通過交通の排除や車両速度の抑制等のゾーン対策に取り 
組み、子供や高齢者等が安心して通行できる道路空間の確保等の対策について支援していく。 
 

○「通学路等における交通安全の確保」 
通学路における交通安全を確保するため、定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等 

  の継続的な取組を支援するとともに、管理区間が通学路に指定される場合は道路交通実態に 
  応じ、警察、教育委員会、学校と連携し、ハード・ソフトの両面から必要な対策を推進する。 

 
○「高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備」 

高齢者・障害者をはじめとする誰もが安心して通行できるよう幅の広い歩道の整備や歩道 
  の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化等による連続的・面的なバリアフリー化を推進する。 

 
 
 

(令和７年度事業) 
箇所名 備考 

国道20号 
四方津地区歩道整備（上野原市）  

初狩地区歩道整備（大月市）  

国道52号 万沢地区歩道整備（南部町）  

国道138号 
山中湖自転車歩行者道整備（山中湖村）  

明神前歩道整備（山中湖村）  

国道139号 上暮地歩道整備（富士吉田市）  

 
 
 
 

【まなび支援課】 
○「通学路等における交通安全の確保」 

通学路を始めとした子供が日常的に集団で移動する経路における交通安全を確保する 
ため、「通学路交通安全プログラム」等に基づく関係機関による定期的な合同点検の実 
施や対策の改善・充実等の継続的な取組を支援する。 

また、通学路等の実態に応じ、学校、保育所等の対象施設その所管機関、警察、道路 
管理者等の関係機関と連携していく。 

 
【県民生活支援課】 
○「通学路等における交通安全の確保」 

市町村における「通学路交通安全プログラム」等に基づく継続的な取り組みを支援すると 
ともに、関係機関と連携して交通事故多発地点調査の実施などの通学路対策を推進する。 

  
【道路整備課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」「通学路等における交通安全の確保」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安 

全な道路交通環境の形成を図る。 

交差点の改良、通学路等の歩道整備、自転車道・自転車通行帯・自転車の通行位置を示し 

た道路等の整備などを推進する。 
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【道路管理課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 
  歩道・路肩の整備等により、安心して移動できる歩行空間ネットワークの整備を進める。 
○「通学路等における交通安全の確保」 
  通学路等の歩道整備等を積極的に推進する。 
○「高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備」 
  歩道の段差・傾斜・勾配の改善を積極的に推進する。 
 
【都市計画課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 

都市計画道路整備時には、歩行者と自転車が安全に通行できるように、歩道等の整備を行
う。 

また、路肩は自転車通行空間となるため、幅員1.0m以上を確保し、通行に配慮した構造物 
選定を行う。 

 
○「通学路等における交通安全の確保」 
  都市計画道路の中に含まれる、通学路や未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する 

経路は都市計画道路整備を積極的に推進し、歩行者の安全を確保する。 
 
○「高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備」 

都市計画道路整備時には、視覚障害者誘導ブロックの設置を行うとともに、横断歩道との 
境界を、視覚障害者と車椅子等利用者それぞれに配慮した整備を行う。 

また、市町村が駅前等の交通結節点やバリアフリー法に基づく整備を行う場合は、高齢者 
や障害者等の安全に配慮した歩行空間等の整備について指導を行う。 

 
【耕地課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 
  農道における安全対策は、地域の営農状況を踏まえ、安全かつ円滑な交通が確保されるよ

う、防護柵や標示板などの安全施設を必要箇所に整備する。 
 

【交通指導課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 

取締り場所の確保が困難な生活道路において可搬式速度違反自動取締装置を計画的に活用 
し取締りの強化を図る。 

 
○「高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備」 
  横断歩道付近等における違法駐車車両など悪質性、危険性の高い駐車違反に対する取締り 

の強化を図る。 
 

【交通規制課】 
○「生活道路における交通安全対策の推進」 

生活道路については、歩行者・自転車利用者の安全な通行を確保するため、 
  ・ 信号機のＬＥＤ化 
  ・ 高輝度道路標識 
の整備を予定している。 

 
○「通学路等における交通安全の確保」 

通学路における安全対策は、通学児童・生徒を交通事故から守る観点から継続的かつ集中 
的に行う必要性の高い対策であることから、ゾーン３０の速度規制や道路管理者と連携した 
ゾーン３０プラスの整備を推進する。 

その他、保育所等が行う散歩等の園外活動の安全を確保するため、市町村と連携してキッ 
ズゾーンの整備を推進する。 

 
○「高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備」 
  視覚障害者らが道路を横断する際の安全を確保する機能を付加したバリアフリー対応型信 

号機及びエスコートゾーンの整備を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ２ 高規格道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

 
 実施機関 
 

 
都市計画課、中日本高速道路株式会社 
 

 
○実施計画の内容 

【都市計画課】 
新山梨環状道路や中央自動車道のインターと市街地を結ぶ都市計画道路の整備を行い、生 

活道路の通過交通排除など道路の適切な機能分化を推進する。 
 

【中日本高速道路株式会社】 

高規格幹線道路（自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で、全国的な自動車交 

通網を構成する自動車専用道路であり、高速自動車国道及び一般国道の自動車専用道路で構 

成。）から生活道路に至る道路ネットワークの体系的な整備を進めていき、道路の適切な機 

能分化を推進する。 

特に、高規格幹線道路等、事故率の低い道路利用を促進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ３ 幹線道路における交通安全対策の推進 

 
 実施機関 
 

関東総合通信局、甲府河川国道事務所、道路整備課、道路管理課、治山林道課、耕
地課、交通企画課、交通規制課、高速道路交通警察隊、道路公社、中日本高速道路
株式会社 
 

 
○実施計画の内容 

【関東総合通信局】 
○「高速自動車国道等における事故防止対策の推進」 

道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ：Vehicle Information and Communication 
System）及びＥＴＣ２．０等の整備・拡充について、情報通信技術面から関係機関を支援
していく。 

 
【甲府河川国道事務所】 
○「事故ゼロプラン(事故危険区間重点解消作戦)の推進」 
 山梨県道路交通円滑化・安全委員会にて第２次事故ゼロプランとして選定された事故対 
策箇所の対策を進める。 
 

○「事故危険箇所対策の推進」 
管理区間内における山梨県事故危険箇所に指定された箇所(区間)について、関係機関等 
と調整の上、対策を実施。 
 

○「道路の改築等による交通事故対策の推進」 
(1) 歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を図るため、歩道等を設置するため

の既存道路の拡幅、バイパスの整備と併せた道路空間の再配分、自転車の通行を歩行者
や車両と分離するための自転車道や自転車専用通行帯、自転車の通行位置を示した道路
の整備等の道路交通の安全に寄与する道路の改築事業を実施。 

   ・上暮地歩道整備・天神山地区歩道整備・初狩地区歩道整備・四方津地区歩道整備 
   ・山中湖自転車歩行者道整備・万沢地区歩道整備・明神前歩道整備 
(2) 交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差点の

コンパクト化、立体交差化等を実施。 
 
○「交通安全施設等の高度化」 
  道路情報板の老朽化にともなう更新及び無停電装置の設置。 
 
【道路整備課】 
○「事故危険箇所対策の推進」「適切に機能分担された道路網の整備」「道路の改築等に 

よる交通事故対策の推進」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安

全な道路交通環境の形成を図る。 

隅切り等の交差点の改良、視距の改良、付加車線等の整備、歩道や自転車道等の整備、高

規格幹線道路等の整備、バイパス・環状道路等の整備、交通結節点へのアクセス道路の整備

などを推進する。 

 
【道路管理課】 
○「事故ゼロプラン(事故危険区間重点解消作戦)の推進」 
  事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）を推進する。 
 
○「事故危険箇所対策の推進」 
  県公安委員会と連携して集中的な事故抑止対策を実施する。 
 
○「重大事故の再発防止」 
  事故要因を調査し、同様の事故の再発防止を図る。 
 
○「適切に機能分担された道路網の整備」 

歩道や自転車道等の整備を進めていき、歩行者、自転車、自動車等の異種交通の分離を
図る。 
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○「道路の改築等による交通事故対策の推進」 

幅の広い歩道、自転車道、自転車専用通行帯等の整備を推進する。 
 

○「交通安全施設等の高度化」 
道路標識の高輝度化等、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を推進する。 

 
【治山林道課】 
○「重大事故の再発防止」 

県営林道において重大事故が発生した際には、速やかに事故原因を調査し、同様の事故
の再発防止を図る。 

 
○「幹線道路における交通規制」 

県営林道において、県公安委員会により実施される交通規制がある場合は、道路管理者
と連携し交通事故抑止対策を実施する。 

 
【耕地課】 
○「重大事故の再発防止」 
  農道における重大事故については、速やかに事故要因を調査するとともに、道路管理者

と連携した安全対策を実施し、同様の事故の再発防止を図る。 
 
○「適切に機能分担された道路網の整備」 

 地域の営農状況を踏まえた中で県公安委員会との連携を強化し、農道整備を進める。 
 

○「交通安全施設等の高度化」 
  農道においては、地域の営農状況を踏まえ、安全かつ円滑な交通が確保されるよう、

必要箇所に高機能舗装や高視認性区画線などの安全施設を整備する。 
 

【交通企画課】 
○「高速自動車国道等における事故防止対策の推進」 

 交通事故当事者の人的要因及び車両状態、周辺の道路環境、交通規制、交通指導取締
り、交通安全教育等の実施状況に加え、社会環境等の交通事故発生の遠因についても考慮
した、多角的見地からの交通事故分析を推進する。 

 
【交通規制課】 
○「事故危険箇所対策の推進」 
  事故抑止対策として、 

・信号機 
・高輝度道路標識 

の整備を予定している。 
 

○「幹線道路における交通規制」 
  道路実態を把握して、速度規制などの規制の見直しを推進する。 
 
○「重大事故の再発防止」 
  重大事故発生時には、道路管理者らと速やかに現場協議を行い、事故防止のための安全

対策を推進する。 
 
○「道路の改築等による交通事故対策の推進」 
  歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を図るため、道路が拡幅されるなど自

転車専用通行帯の整備が可能となれば、道路管理者に働き掛けて規制を推進する。 
  交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差点のコ

ンパクト化を推進する。 
  道路の機能と沿道の土地利用を含めた道路の利用実態との調和を図ることが交通の安全

の確保に資することから、交通流の実態を踏まえつつ、駐車禁止及び駐車可規制を推進す
る。 

 
○「交通安全施設等の高度化」 

 交通管制システムの充実を図り、信号灯器のＬＥＤ化及び道路標識の高輝度化を推進す
る。 



6 

 

  ・ＬＥＤ信号機 
  ・高輝度道路標識  

 
【高速道路交通警察隊】 

○「幹線道路における交通規制」 
(1) 交通規制の見直しの推進 

交通流の変動や交通事故の発生状況等を総合的に勘案し、交通実態に即した交通規制
となるよう見直しを推進する。 

(2) 交通事故多発区間における交通規制の実施 
交通事故多発区間においては、特定車両の通行すべき車両通行帯を指定する交通規制

や可変式速度規制標識による速度規制とともに、交通事故や天候不良等における臨時交
通規制を適確に行い、事故防止を図る。 

 
○「重大事故の再発防止」 

交通死亡事故等の重大事故が発生した際は、速やかに事故原因を調査し、道路環境の改
善等の必要性が認められる場合は、道路管理者である中日本高速道路等に申し入れを行
い、重大事故の再発防止を図る。   
 

○「高速自動車国道等における事故防止対策の推進」 
(1) 交通事故多発区間における安全対策 

事故多発区間における分析を行い、路面等の改修等の必要性が認められる場合は、道
路管理者である中日本高速道路等に申し入れを行い、道路環境の改善を図る。 

(2) 逆走及び立入り事案による重大事故防止対策 
逆走及び歩行者、自転車等の立入り事案による重大事故を防止するための施設の増設

について継続した働き掛けを行う。さらに、建設計画のあるスマートインターチェンジ
について、道路管理者との協議を十分に行い、交通の安全に必要な対策の申し入れを行
うなど、先行対策を推進する。 

(3) 渋滞区間における追突事故防止対策 
週末等に多発する渋滞中の追突事故抑止活動として、パトカーによる渋滞最後尾やバ

ス停留所等における駐留警戒を行う。 
 

【道路公社】 
○「重大事故の再発防止」 
  重大事故が発生した場合は、事故要因を調査し、同様の事故の再発防止を図る。 

 
【中日本高速道路株式会社】 
○「重大事故の再発防止」 

社会的影響の大きい重大事故が発生した際は、速やかに事故要因を調査し、同様の 
事故の再発防止を図る。 
 

○「適切に機能分担された道路網の整備」 
  高規格幹線道路から生活道路に至るネットワークの体系的な整備を進める。 

一般道路に比較して死傷事故率が低く安全性の高い高規格幹線道路等の整備やイン
ターチェンジの増設等による利用しやすい環境整備を進め、より多くの交通量を分担 
させることによって道路ネットワーク全体の安全性を向上させる。 

 
○「高速自動車国道等における事故防止対策の推進」 
(1) 安全で円滑な自動車交通を確保するため、事故多発区間のうち緊急に対策を実施すべ

き箇所について、雨天、夜間等の事故要因の詳細な分析を行い、これに基づき中央分離
帯強化型防護柵、自発光式視線誘導標、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を重点的
に実施するとともに、道路構造上往復に分離されていない非分離区間については、対向
車線へのはみ出しによる重大事故を防止するため、長大橋とトンネル区間における区画
柵設置を計画していく。 

逆走及び歩行者、自転車等の立入り事案による重大事故防止のため、標識や路面標示
等による対策の拡充を実施する。 

渋滞区間における追突事故防止を図るため、臨時情報板を含む情報板の効果的な活用
を推進するほか、後尾警戒車等により渋滞最後尾付近の警戒を行う。 

また、事故発生後の救助・救急活動を支援する緊急開口部の整備等も併せて実施する
とともに、高速自動車国道等におけるヘリコプターによる救助・救急活動を支援する。 

(2) 過労運転やイライラ運転を防止し、安全で快適な自動車走行に資するより良い走行環
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境の確保を図るため、インターチェンジの改良、事故や故障による停車車両の早期撤去
等による渋滞対策、休憩施設の混雑解消等を推進する。 

(3) 道路利用者の多様なニーズに応え、道路利用者へ適切な道路交通情報等を提供する道
路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ：Vehicle Information and Communication 
System）及びＥＴＣ２．０等の整備・拡充を図るとともに、渋滞の解消及び利用者サー
ビスの向上を図るため、情報通信技術を活用して即時に道路交通情報の提供を行う利用
者サービスの向上等を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ４ 交通安全施設等の整備事業の推進 

 
 実施機関 
 

関東総合通信局、甲府河川国道事務所、まなび支援課、道路整備課、道路管理課、
都市計画課、耕地課、交通企画課、交通規制課、道路公社 
 

 
○実施計画の内容 

【関東総合通信局】 
○「ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現」 

   最先端の情報通信技術(ＩＣＴ)を用いて、人・道路・車を一体のシステムとして構築
し、安全性、輸送効率及び快適性の向上を実現するとともに、渋滞の軽減等、交通の円滑
化を通じて環境保全に寄与することを目的としたＩＴＳを引き続き推進します。 

   現在、世界的に自動運転の実現に向けた実証・実装が進められているところであり、自 
動運転時代の次世代におけるＩＴＳ通信の利用イメージと、それを支える通信システムの 
在り方などについて検討を進めます。 

 
【甲府河川国道事務所】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 
  生活道路において人優先の考えの下、ビッグデータの活用により急減速や速度超過等の

潜在的な危険箇所を特定し、速度抑制や通過交通の進入抑制を図り面的かつ総合的な交通
事故対策を推進するとともに、少子高齢社会の進展を踏まえ、歩行空間のユニバーサルデ
ザイン化及び通学路における安全・安心な歩行空間の確保を図る。 

また、自転車利用環境の整備、無電柱化の推進、安全上課題のある踏切の対策等による
歩行者・自転車の安全な通行空間の確保を図る。 

○「交通円滑化対策の推進」 
  山梨県道路交通円滑化・安全委員会を実施し、交通の円滑化を推進する。 
○「ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現」 
  ＥＴＣ2.0を活用し、交通状況の分析を推進する。 
○「連絡会議等の活用」 
「山梨県道路交通環境安全推進連絡会議」等を活用し、学識経験者のアドバイスを受けつ 
つ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的確かつ着実に安全な道路交通環 
境の実現を図る。 

 
【まなび支援課】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 

生活道路や通学路を中心に子供が日常的に集団で移動する経路における安全・安心な歩
行空間の確保に向けた各対策に協力する。 

 
【道路整備課】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」「幹線道路対策の推進」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、
安全な道路交通環境の形成を図る。 
自転車利用環境の整備、無電柱化の推進、幹線道路における交差点改良などを推進する。 

 
【道路管理課】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 

通学路や未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路における安全・安心な歩
行空間の確保を図る。 

○「幹線道路対策の推進」 
事故データの客観的な分析による事故原因の検証に基づき、交差点改良等の対策を推進

する。 
○「連絡会議等の活用」 

「県道路交通環境安全推進連絡会議」やその下に設置されている「アドバイザー会議」を
活用し、的確かつ着実に安全な道路交通環境の実現を図る。 

 
【都市計画課】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 
  都市計画道路整備時には、無電柱化を実施し、安全で快適な道路空間の確保、都市災害

の防止、都市景観の向上を図る。 
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○「交通円滑化対策の推進」 
 都市計画道路で、道路網が複雑な場合や著しい渋滞など課題を抱える交差点について、
交差点の立体化を検討する。 

  市町村が実施する駐車対策について、情報収集を行う。 
○「連絡会議等の活用」 
  都市計画道路整備時は、警察や道路管理者との協議を実施して整備を行う。 

 
【耕地課】 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 

   通学路を兼ねる農道において、安全な歩行空間を確保するため、地域の実態を踏まえた
うえで防護柵などの安全施設を必要箇所に整備する。 

 
【交通企画課】 
○「幹線道路対策の推進」 

 交通事故当事者の人的要因及び車両状態、周辺の道路環境、交通規制、交通指導取締
り、交通安全教育等の実施状況に加え、社会環境等の交通事故発生の遠因についても考慮
した、多角的見地からの交通事故分析を推進する。 

 
【交通規制課】 
○「交通安全施設等の戦略的維持管理」 
  老朽化した交通安全施設は順次更新し、必要性が低下した交通規制については廃止を検

討するなど、効率的かつ適切な管理を行う。 
  また、摩耗した道路標示については、優先順位を付けながら順次更新を推進する。 
○「歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進」 
  生活道路については、歩行者・自転車利用者の安全な通行を確保するため、 
  ・信号機のＬＥＤ化 
  ・高輝度道路標識 

の整備を予定している。 
通学路における安全対策は、通学児童・生徒を交通事故から守る観点から継続的かつ集中

的に行う必要性の高い対策であることから、ゾーン３０の速度規制や道路管理者と連携した
ゾーン３０プラスの整備を推進する。 

その他、保育所等が行う散歩等の園外活動の安全を確保するため、市町村と連携してキッ
ズゾーンの整備を推進する。 

○「幹線道路対策の推進」 
  幹線道路の事故防止対策のため、道路管理者らと連携して、信号機の改良を含めた安全

対策を推進する。 
○「交通円滑化対策の推進」 
  交通安全に資するため、信号機の改良や駐車禁止規制を含め総合的な規制を実施し、円

滑化対策を推進する。 
○「ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現」 
  交通管制システムの充実を図り、交通実態に応じた信号機制御を行いつつ、光ビーコン

の整備など新交通管理システムを推進し、道路交通情報提供の充実等を推進する。 
○「道路交通環境整備への住民参加の促進」 
  交通安全総点検を積極的に推進するとともに、道路利用者等からの意見・要望について

も必要性などについて検討し、道路交通環境の整備に反映する。 
○「連絡会議等の活用」 
  県道路交通環境安全推進連絡会議及びアドバイザー会議を活用し、安全な道路交通環境

の実現を図る。 
 

【道路公社】 
○「交通円滑化対策の推進」 

   パークアンドライド駐車場の利用促進を図り、交通渋滞の緩和や歩行者空間の安全性の
確保を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ５ 高齢者の移動手段の確保・充実 

 
 実施機関 
 

 
リニア・次世代交通推進課 

 
○実施計画の内容 

【リニア・次世代交通推進課】 
令和６年３月に策定した「地域公共交通計画」に基づき、通院や買い物など高齢者をはじ

めとした県民の活動機会を保障するため、広域生活交通の確保維持を図る。 
また、リニア開業や富士トラム構想の実施を見据えつつ、高齢者をはじめとする地域住民

等の移動手段の確保・充実を図るため、本県の公共交通網の再編に向けた検討を行う。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ６ 歩行者空間のユニバーサルデザイン化 

 
 実施機関 
 

 
道路整備課、道路管理課、都市計画課、耕地課、交通規制課 

 
○実施計画の内容 
【道路整備課】 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安
全な道路交通環境の形成を図る。 

無電柱化を推進する。 
 

【道路管理課】 
無電柱化、視覚障害者誘導用ブロックの整備等による歩行空間の連続的・面的なユニバー

サルデザイン化を推進する。 
 
【都市計画課】 

都市計画道路整備時には、視覚障害者誘導ブロックの設置を行うとともに、横断歩道と
の境界を、視覚障害者と車椅子等利用者それぞれに配慮した整備を行う。 

市町村が駅前等の交通結節点やバリアフリー法に基づく整備を行う場合は、高齢者や障
害者等の安全に配慮した歩行空間等の整備について指導を行う。 

都市計画道路整備時には、無電柱化を実施し、安全で快適な道路空間の確保、都市災害の
防止、都市景観の向上を図る。 

 
【耕地課】 

農道において、安全・安心な歩行空間が確保されるよう、必要箇所へ歩道の段差解消や勾
配の改善を図る。 

 
【交通規制課】 

視覚障害者らが道路を横断する際の安全を確保する機能を付加したバリアフリー対応型信
号機及びエスコートゾーンの整備を推進し、安全・安心な歩行空間を整備する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ７ 無電柱化の推進 

 
 実施機関 
 

 
甲府河川国道事務所、道路整備課、道路管理課、都市計画課 

 
○実施計画の内容 

【甲府河川国道事務所】 
歩道の幅員の確保や歩行空間のユニバーサルデザイン化等により歩行者の安全を図るため 

、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等の観点から、無電柱化に向 
けた電線共同溝の整備を推進する。 
［R6年度無電柱化］ 

・甲府電線共同溝・甲府住吉電線共同溝・甲府国母電線共同溝・甲府徳行電線共同溝 
・甲斐電線共同溝・本栖精進電線共同溝・鳴沢電線共同溝・富士北麓(2)電線共同溝 
・山中湖電線共同溝 

 
【道路整備課】 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安
全な道路交通環境の形成を図る。 

無電柱化を推進する。 
 

【道路管理課】 
山梨県無電柱化推進計画に基づき、関係事業者と連携して無電柱化を推進する。 

 
【都市計画課】 

都市計画道路は、山梨県無電柱化推進計画に基づき無電柱化を実施し、安全で快適な道路
空間の確保、都市災害の防止、都市景観の向上を図る。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ８ 効果的な交通規制の推進 

 
 実施機関 
 

 
交通企画課、交通規制課、高速道路交通警察隊 

 
○実施計画の内容 

【交通企画課】 
○「違法駐車を排除しようとする気運の醸成・高揚」 
  交通事故当事者の人的要因及び車両状態、周辺の道路環境、交通規制、交通指導取 

締り、交通安全教育等の実施状況に加え、社会環境等の交通事故発生の遠因について 
も考慮した、多角的見地からの交通事故分析を推進する。 

 
【交通規制課】 
○「最高速度規制の点検・見直し」 

随時交通実態を調査し、一般道路については規制速度の引き上げを検討し、生活道路に
ついては、速度抑制対策を推進する。 

 
○「きめ細やかな駐車規制」 
  駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地域住民等の意見・要望を取り入れなが

ら駐車規制の実施・見直しを検討する。 
 
○「歩行者用信号機の制御」 
  横断実態を踏まえながら、待ち時間を短縮するなど運用改善を推進する。 
 
○「交通規制情報の質向上やデータベース化」 
  交通規制情報管理システムを適切に管理し、正確に規制情報を把握するとともにデータ

ベース化を推進する。 
 
【高速道路交通警察隊】  
○「交通実態に合った合理的な最高速度規制の点検・見直し」 
  警察庁が策定する「交通規制基準」に即した、より合理的な交通規制となるよう最高

速度規制の点検・見直しを推進する。 
 
○「交通規制情報の質の向上とデータベース化の推進」 
(1) 交通規制情報の質の向上 

交通実態（実勢速度、交通量等）、交通事故発生状況等を調査し 
・一方通行 
・指定方向外進行禁止 
・最高速度 

等の交通規制が実態に見合ったものとなっているかを分析し、必要に応じて交通規制
の内容の変更等を行う。また、上記分析の結果を踏まえ、道路管理者に対する道路の
整備・改良の働き掛け、道路管理者（中日本高速道路）が管理する規制標識の点検・
修繕依頼等を行う。 

(2) データベース化の推進 
上記調査・改善結果を遅滞なく交通規制情報管理システムに反映し、効果的な交通

規制を推進する環境を整備する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  ９ 自転車利用環境の総合的整備 

 
 実施機関 
 

甲府河川国道事務所、県民生活支援課、道路整備課、道路管理課、都市計画課、交通企画
課、交通指導課、交通規制課 
 

○実施計画の内容 
【甲府河川国道事務所】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 

管理区間において自転車ネットワーク計画に該当する区間については交通状況に応じて、歩行者 
・自転車・自動車の適切な分離を図り、歩行者と自転車の事故等への対策を講じるなど、安全で快 
適な自転車利用環境を創出するための検討を行う。 
・自転車空間整備事業 ・矢羽根型路面標示の設置 

 
【県民生活支援課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 

令和７年度交通安全運動の重点目標に「自転車等の安全適正利用の推進」を掲げ、各交通安全運
動の際に交通ルール等の遵守など自転車安全適正利用の啓発を実施する。 

 
【道路整備課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安全な道路
交通環境の形成を図る。 

矢羽根型路面表示の設置、矢羽根型路面表示を設置した道路における通行ルールを周知する。 
 

【道路管理課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 

歩行者と自転車が分離された車道通行を基本とする自転車通行空間の整備等により、安全で快適
な自転車利用環境の創出に関する取り組みを推進する。 

 
○「自転車等の駐車対策の推進」 

関係機関・団体と連携し、違法駐車の防止を推進する。 
 
【都市計画課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 

都市計画道路整備時には、歩行者と自転車が安全に通行できるように、歩道等の整備を行う。 
また、歩車分離を促進するため、路肩を自転車通行空間と考え、幅員1.0m以上を確保し、通行に 

配慮した構造物選定を行う。 
 

○「自転車等の駐車対策の推進」 
  市町村が実施する自転車駐車対策について、指導、情報共有を行う。 
 
【交通企画課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 
  ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆる
広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動等、積極的な広
報啓発活動を推進する。 
 

【交通指導課】 
○「安全で快適な自転車利用環境の整備」 
  自転車専用通行帯を塞ぐなど悪質性、危険性の高い違法駐車車両に対する取締りの強化を図る。 
 
【交通規制課】 
○「普通自転車専用通行帯等への駐車対策の推進」 
  自転車通行の安全性を向上させるため、普通自転車専用通行帯の設置区間や自転車と自動車を混
在させる区間では、周辺の交通実態等を踏まえ、必要に応じて駐車禁止又は駐停車禁止の規制を実
施する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １０ ＩＴＳの活用 

 
 実施機関 
 

 
関東総合通信局、交通規制課、中日本高速道路株式会社 

 
○実施計画の内容 

【関東総合通信局】 
○「高度道路交通システム（ＩＴＳ）の活用」 
  最先端の情報通信技術を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコンの機能を活用 

したＵＴＭＳ（Universal Traffic Managements Systems）の整備を行うことにより、高 
度道路交通システム（ITS）を推進します。 
 

【交通規制課】 
○「道路交通情報通信システムの整備」 
  安全で円滑な道路交通を確保するため、高度化光ビーコンの整備を推進する。 
 
○「新交通管理システムの推進」 
  安全で円滑な道路交通を確保するため、高度化光ビーコンを活用し、ＵＴＭＳの整備を

行うことによりＩＴＳを推進する。 
 
○「交通事故防止のための運転支援システムの推進」 
  安全で円滑な道路交通を確保するため、ＴＳＰＳをはじめとするＵＴＭＳの整備を行う

ことにより、ＩＴＳを推進する。 
 
○「道路運送事業に係る高度情報化の推進」 
  安全で円滑な道路交通を確保するため、ＰＴＰＳの必要性を検討して整備する。 
 
【中日本高速道路株式会社】 
○「道路交通情報通信システムの整備」 

安全で円滑な道路交通を確保するため、リアルタイムの渋滞情報、所要時間、規制情報
等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳの整備・拡充を推進するとともに、高精度な情報提
供の充実及び対応車載機の普及を図る。 

また、詳細な道路交通情報の収集・提供のため、ＥＴＣ２．０ 等のインフラの整備を推
進するとともに、インフラから提供される情報を補完するため、リアルタイムの自動車走
行履歴（プローブ）情報等の広範な道路交通情報を集約・配信する。 

 
○「ＥＴＣ２．０の展開」 
    事故多発地点、道路上の落下物等の注意喚起等に関する情報を提供することで安全運転

を支援する。また、収集した速度データや利用経路・時間データなど、多種多様できめ細
かいビッグデータを活用し、渋滞と事故を減らす賢い料金など、道路を賢く使う取り組み
を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １１ 交通需要マネジメントの推進 

 
 実施機関 
 

関東運輸局山梨運輸支局、リニア・次世代交通推進課、道路整備課、道路管理課、
都市計画課、交通規制課、道路公社 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
○「貨物自動車利用の効率化」 

貨物自動車運送事業者の行う共同輸配送や宅配便再配達削減の取り組みについて、機会 
をとらえて周知を図る。 

 
【リニア・次世代交通推進課】 
○「公共交通機関の利用の促進」 

パークアンドバスライドやコミュニティバスの導入等のバスの利用促進を図るための施
策を推進する。 

鉄道、バス等の公共交通機関の確保・維持・改善を図るための施策を推進する。 
 
【道路整備課】 
○「公共交通機関の利用の促進」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、
安全な道路交通環境の形成を図る。 
自転車道、自転車専用通行帯、自転車の通行位置を示した道路等の整備を推進する。 

 
【道路管理課】 
○「公共交通機関の利用の促進」 

道路交通混雑が著しい一部の道路について、バス専用・優先レーンの設置について必要
に応じて検討する。 

 
【都市計画課】 
○「公共交通機関の利用の促進」 
  都市計画道路がバス路線の場合は、バスベイを設置し、交通の円滑化を図る。 
  また、自転車通行空間となる路肩の整備を行い、交通結節点までのアクセス強化を推進

する。 
 
【交通規制課】 
○「公共交通機関の利用の促進」 
  安全で円滑な道路交通を確保するため、ＰＴＰＳの必要性を検討して整備する。 
  道路管理者と連携して普通自転車専用通行帯の整備を推進する。 
 
【道路公社】 
○「公共交通機関の利用の促進」 

パークアンドライド駐車場の利用促進を図り、通勤方法など利用者の利便性向上を図
る。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １２ 災害に備えた道路交通環境の整備 

 
 実施機関 
 

甲府河川国道事務所、道路整備課、道路管理課、都市計画課、治山林道課、耕地
課、交通規制課、中日本高速道路株式会社 

 
○実施計画の内容 

【甲府河川国道事務所】 
○「災害に備えた道路の整備」 

地震、豪雨、豪雪等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支える道路交
通の確保を図る。地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路ネ
ットワークを確保するため、緊急輸送道路上の橋梁の耐震対策を推進する。また、豪雨・
豪雪時等においても、安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路
斜面等の防災対策や災害の恐れのある区間を回避・代替する道路の整備を推進する。大規
模災害時への備えとして、迅速な道路啓開実施のための体制の構築、災害対策基本法（昭
和36年法律第223号）の適用を想定した車両移動の実働訓練等により災害対応能力の向上
を図る。 

また、地震等の災害発生時に、避難場所等となる「道の駅」について防災拠点としての
整備を図る。 

 ・道の駅なんぶ 防災拠点として整備実施・道の駅富士川 防災拠点として整備実施 
 
【道路整備課】 
○「災害に備えた道路の整備」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、
安全な道路交通環境の形成を図る。 

橋梁の耐震対策、道路斜面等の防災対策、災害の恐れのある区間の代替道路の整備など
を推進する。 

 
【道路管理課】 
○「災害に備えた道路の整備」 

緊急輸送道路上にある橋梁や跨線橋、跨道橋の耐震対策を推進する。 
道路斜面等の防災対策を推進する。 
 

○「災害発生時における情報提供の充実」 
インターネット等を活用した道路・交通に関する災害情報等の提供を推進する。 

 
【都市計画課】 
○「災害に備えた道路の整備」 
  都市計画道路整備時は、無電柱化を実施し、災害時の道路ネットワークを確保する。 
  また、交通量等により、環状交差点導入可能な案件があれば、検討を進める。 
 
【治山林道課】 
○「災害に備えた道路の整備」 

県営林道法面の落石対策など、災害時の代替輸送路としての改良事業を計画している。 
 

【耕地課】 
○「災害に備えた道路の整備」 
  緊急避難路に位置づけた農道において、耐震補強や改修工事の適切な整備を推進し、緊

急車両等の通行の安全性を確保する。 
 

【交通規制課】 
○「災害に強い交通安全施設等の整備」 
  災害発生時においても安全で円滑な道路交通を確保するため、交通管制センター、交通

監視カメラ、車両感知器、交通情報板等の交通安全施設の整備を推進する。 
  また、停電による信号機の機能停止を防止するため、信号機電源付加装置や老朽化した

信号機、道路標識・道路標示等の計画的な更新を推進する。 
  さらに、広域的な交通管理に活用する「広域交通管制システム」の的確な運用を推進す

る。 
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○「災害発生時における交通規制」 
  災害発生時には、被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、被害状況を把握した上

で、災対法の規定に基づく通行禁止等の必要な交通規制を迅速かつ的確に実施する。 
 
○「災害発生時における情報提供の充実」 
  災害発生時における道路交通情報の提供等に資するため、交通監視カメラ、車両感知

器、交通情報板等の整備を推進するとともに、インターネット等を活用した道路・交通に
関する災害情報等の提供を推進する。 

 
 
【中日本高速道路株式会社】 
○「災害に備えた道路の整備」 
   地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路ネットワークを確

保するため、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震対策を推進する。豪雨・豪雪時等において
も、安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路斜面等の防災対策
や災害の恐れのある区間を回避・代替する道路の整備を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １３ 総合的な駐車対策の推進 

 
 実施機関 
 

道路整備課、道路管理課、都市計画課、交通企画課、交通指導課、交通規制課、道路公社、
中日本高速道路株式会社 

 
○実施計画の内容 
【道路整備課】 
○「駐車場等の整備」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、安全な道路
交通環境の形成を図る。 

公共駐車場の整備などを推進する。 
 
【道路管理課】 
○「ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進」 

市町村や道路管理者に対する路外駐車場及び共同荷捌きスペースや路上荷捌きスペース整備の働き
掛けを検討する。 

 
【都市計画課】 
○「駐車場等の整備」 
   市町村がまちづくり計画に基づき駐車場を配置する場合、情報共有を行う。 
  
【交通企画課】 
○「違法駐車を排除しようとする気運の醸成・高揚」 

関係機関・団体等と連携し、ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広 
報紙、ＳＮＳ等、あらゆる広報媒体を有効的に活用した広報啓発活動を積極的に推進する。 

 
【交通指導課】 
○「違法駐車対策の推進」 

悪質性・危険性・迷惑性の高い駐車違反に重点を指向しつつ地域の駐車実態等、地域住民の意見等
に即したメリハリのある取締りを推進する。 
また、駐車監視員による放置駐車の確認等に関する事務の適切かつ円滑な運用、違法駐車の実態を

反映した取締りガイドラインの定期的な見直し、悪質な運転手に対する責任追及の徹底、放置違反金
制度による使用者責任の追及に努める。 

 
【交通規制課】 
○「きめ細かな駐車規制の推進」 
  地域住民等の意見要望を踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施するとともに、道路利用者の
駐車需要等にも配意し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を推進する。 

 
○「ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進」 

地域住民等の意見要望を踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施する。 
   
【道路公社】 
○「駐車場等の整備」 

市街地の周縁部（フリンジ）等の駐車場の利用促進を図り、パークアンドライド等の普及のための
環境整備を推進する。 
 

○「ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進」 
  パークアンドライド駐車場の利用促進を図るため、積極的な広報・啓発活動を行う 
 
【中日本高速道路株式会社】 
○「駐車場等の整備」 

高速道路の休憩施設における駐車マス不足及び休憩施設の不足に対応するため、既存休憩施設の駐
車マスの増設を行うとともに、「道の駅」を活用した休憩サービスの拡充等高速道路外の休憩施設等
の活用を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １４ 道路交通情報の充実 

 
 実施機関 
 

 
関東総合通信局、道路管理課、都市計画課、交通規制課 

 
○実施計画の内容 

【関東総合通信局】 
〇「コミュニティ放送局の普及促進」 
  ＥＴＣ２．０、ＶＩＣＳ等のＩＴＳの更なる高度化とともに、地域密着型のコミュニテ

ィ放送局の充実を図ります。 
コミュニティ放送局は、放送エリアが市区町村の一部を対象に行うＦＭ放送局であり、

地域住民や観光客等に対して、当該地域に密着したきめ細やかな道路交通情報や商店街等
の駐車情報をＦＭラジオでリアルタイムにより提供できるため、円滑な交通の確保に寄与
しています。 

今後も周波数事情が許す限り普及を図り、交通情報の充実に推進いたします。 
 
【道路管理課】 
○「情報収集・提供体制の充実」 

道路情報提供装置等の整備による情報収集・提供体制の充実を図る。 
 

○「分かりやすい道路交通環境の整備」 
利用者のニーズに即した系統的で分かりやすい案内標識の整備を検討する。 

 
【都市計画課】 
○「分かりやすい道路交通環境の整備」 
  都市計画道路整備時は、道路管理者との協議により利用者にわかりやすい案内標識の整

備を検討する。 
 
【交通規制課】 
○「情報収集・提供体制の充実」 

安全で円滑な道路交通を確保するため、高度化光ビーコン、交通監視カメラ、車両感知
器、交通情報板等を整備することにより、情報収集・提供体制の充実を図るとともに、交
通管制システムの充実・高度化を図る。 

交通管制システムを高度化することにより、自動運転の実用化に資する交通環境の構築
のため、交通情報収集・提供装置等の交通管制及び信号機の情報化に資する事業を推進し
つつ、道路交通情報を提供するＶＩＣＳの整備・拡充を積極的に推進する。 

交通規制管理システムを充実させることにより、交通規制情報のデータベース化を推進
する。 

 
○「分かりやすい道路交通環境の整備」 
  国際化進展への対応のため、英語併記の規制標識の整備を推進する。 
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第１ 道路交通環境の整備 
  １５ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

 
 実施機関 
 

甲府河川国道事務所、県民生活支援課、子育て･次世代サポート課、道路整備課、道
路管理課、都市計画課、治山林道課、耕地課、義務教育課、交通規制課、道路公社
、中日本高速道路株式会社 

 
○実施計画の内容 

【甲府河川国道事務所】 
○「道路の使用及び占用の適正化等」 
(1) 道路占用の適正化等 

工作物の設置、工事等のための道路の占用の許可に当たっては、道路の構造を保全
し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うとともに、許可条件の
履行等について指導する。 

また、平成30年９月には改正された道路法（昭和27年法律第180号）が施行され、占 
用物件の損壊による道路構造や交通への支障を防ぐため、道路占用者の維持管理義務を
明確化し、道路占用者において物件の維持管理が適切になされるよう取組を実施する。 

さらに、交通が著しくふくそうする道路又は幅員が著しく狭い道路について、電柱が
車両の能率的な運行や歩行者の安全かつ円滑な通行の支障となっているときは、道路上
における電柱の占用を禁止する取組を実施する。 

(2) 不法占用物件の排除等 
道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態把握、強力な指導取締りそ

の他の必要な措置によりその排除を行い、特に市街地について重点的にその是正を実施
する。 

また、道路上から不法占用物件等を一掃するためには、地域における道路の適正な利
用についての認識を高める必要があることから、不法占用等の防止を図るための啓発活
動を沿道住民等に対して積極的に行い、「道路ふれあい月間」等を中心に道路の愛護思
想の普及を図る。 

なお、道路工事調整等を効果的に行うため、図面を基礎として、デジタル地図を活用
し、データ処理を行うコンピュータ・マッピング・システムの更なる充実及び活用の拡
大を図る。 

(3) 道路の掘り返しの規制等 
道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しと工事に伴う事故・渋

滞を防止するため、施工時期や施工方法を調整する。 
さらに、掘り返しを防止する抜本的対策として共同溝等の整備を推進する。 
 

○「休憩施設等の整備の推進」 
過労運転に伴う事故防止や近年の高齢運転者等の増加に対応して、都市間の一般道路に

おいて追越しのための付加車線や「道の駅」等の休憩施設等の整備を推進する。 
 
【県民生活支援課】 
○「子供の遊び場等の確保」 

子供の遊び場等の環境に恵まれない地域等から要請があった場合は、幼児や児童を対象
とした児童館や児童遊園の設置について、関係機関へ働きかけを行うなど子供の遊び場等
の確保を図る。 

 
【子育て･次世代サポート課】 
○「子供の遊び場等の確保」 

児童館等は、児童福祉法（第４０条）による児童厚生施設であり、児童に健全な遊び場
を与えてその健康を増進し、情操を豊かにすることを目的としているが、児童の交通事故
防止にも資するものである。 

令和６年５月１日現在、児童館等は６４箇所設置されている。（甲府市６箇所、甲州市
３箇所、山梨市３箇所、大月市１箇所、韮崎市４箇所、南アルプス市６箇所、甲斐市１０
箇所、笛吹市６箇所、北杜市４箇所、中央市６箇所、南部町１箇所、昭和町４箇所、西桂
町１箇所、富士河口湖町２箇所、忍野村１箇所、身延町１箇所、富士川町２箇所、市川三
郷町３箇所） 

引き続き、設置主体である市町村の整備計画等に基づき、施設の設置促進に努める。 
また、愛宕山こどもの国は、自然の中で健康な身体と豊かな情操を育む拠点として適切

な管理運営を行う。 
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【道路整備課】 
○「道路の使用及び占用の適正化」 

住民の日常生活を支える国・県道の整備を推進し、交流を支える交通体系を充実させ、 
安全な道路交通環境の形成を図る。 

掘り返しを防止するための共同溝等の整備を推進する。 

 
【道路管理課】 
○「道路の使用及び占用の適正化等」 

道路占用の許可において、道路の構造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するた
めに適正な運用を行うとともに、許可条件の順守、占用物件等の維持管理の適正化につい
て指導する。 

 
○「道路法に基づく通行禁止又は制限」 

道路の破損、欠壊又は異常気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路に
関する工事のためやむを得ないと認められる場合には、道路法（昭和27年法律第180号）に
基づき、迅速かつ的確に通行の禁止又は制限を行う。 

 
○「地域に応じた安全の確保」 

大雪が予想される場合には道路利用者に対し、通行止め、立ち往生車両の有無、広域迂
回や出控えの呼びかけなど、道路情報板への表示やＳＮＳ等様々な手段を活用して幅広く
情報提供するとともに、滞留が発生した場合には、滞留者に対して、直接、定期的に、除
雪作業や滞留排出の進捗、通行止めの解除見通等を情報提供する。 

 
【都市計画課】 
○「休憩施設等の整備の推進」 
  周辺環境等、必要がある場合は、設置の検討を行う。 
 
○「子供の遊び場等の確保」 
  市町村が都市公園を整備する場合、都市公園法や都市公園移動等円滑化基準などに基づ

く整備について、指導を行う。 
 
【治山林道課】 
○「道路の使用及び占用の適正化等」 

県営林道の使用及び占用については、山梨県営林道維持管理要綱に基づき適正に処理す
る。 

 
○「地域に応じた安全の確保」 

県営林道は、多くが標高の高い山間部を通過しており、冬期の道路環境が厳しいため、
生活関連林道等を除き冬期間は通行止とし、生活関連林道等については、除雪や凍結防止
材の散布などを適時に行い、通行の安全を確保する。 

 
【耕地課】 
○「道路の使用及び占用の適正化等」 
  農道整備にあたっては、地域の営農状況による施工時期を調整するとともに、道路敷地

内の掘り返しによる事故を防止するために、道路管理者と施工方法などの協議を行ったう
えで工事を実施する。 

 
【義務教育課】 
○「子供の遊び場等の確保」 
  公立の小学校、中学校の校庭及び体育施設の園庭等の開放の促進を図るため、設置者に

対し、国からの通知等を周知する。 
 
【交通規制課】 
○「道路の使用の適正化等」 
  工作物の設置、工事等のための道路使用の許可に当たっては、安全かつ円滑な道路交通

を確保するために適正な運用を行うとともに、許可条件の遵守について指導する。 
 
【道路公社】 
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○「道路の使用及び占用の適正化等」 
道路占用の許可において、道路の構造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するた

めに適正な運用を行う。 
 

○「地域に応じた安全の確保」 
大雪が予想される場合には道路利用者に対し、通行止め、立ち往生車両の有無など、ホ

ームページ等様々な手段を活用して幅広く情報提供する。 
 
【中日本高速道路株式会社】 
○「地域に応じた安全の確保」 

積雪寒冷特別地域においては、冬期の安全な道路交通を確保するため、冬期積雪・凍結
路面対策として県単位や地方ブロック単位にこだわらない広範囲で躊躇ない予防的通行止
めの実施や並行国道との同時通行止めの実施、通行止め中の集中除雪作業の実施、凍結防
止剤散布の実施を推進する。 

更に、安全な道路交通の確保に資するため、気象、路面状況等の情報を収集し、道路利
用者への提供を推進する。 

また、大雪が予想される場合には、人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞留を
徹底的に回避するため、大雪に関する注意喚起・緊急発表を関東地方整備局と連名で記者
発表を行うとともに道路利用者に対し、冬用タイヤの装備やタイヤチェーンの携行の情報
提供や通行止めの可能性、広域迂回や出控えの呼びかけなど、道路情報板への表示やテレ
ビＣＭ、ＳＮＳ等様々な手段を活用して幅広く情報提供するとともに、滞留が発生した場
合には、滞留者に対して、直接、定期的に、除雪作業や滞留排出の進捗、通行止めの解除
見通等を情報提供する。 
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第２ 交通安全思想の普及徹底 
  １ 段階的かつ体系的、効果的な交通安全教育の普及・推進 

 
 実施機関 
 

関東運輸局山梨運輸支局、甲府保護観察所、まなび支援課、県民生活支援課、健康
長寿推進課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育・児童生徒支援課、社会教育
課、保健体育課、交通企画課、運転免許課 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
○「成人に対する交通安全教育の推進」 

・運行管理者に対する指導講習の充実 
運行管理の重要性を認識させ、運行の安全を確保するため、安全指導業務の認定機関に

対し、運行管理者等を対象とした各種講習の内容をより一層充実させるとともに、視聴覚
教材を活用した効果的な講習の実施に努めさせるよう指導する。 

 
【甲府保護観察所】 
○「保護観察に付された者に対する保護観察の充実」 
(1) 一般交通保護観察については、担当保護司を指名して処遇を行う。「交通ノート」を

使用した交通学習を中心とし、生活指導等も行うほか、各種処遇プログラム（飲酒運転
防止プログラム、しょく罪指導プログラム等）を、個々の問題に応じて適宜実施するこ
とで処遇の充実を図る。 

(2) 交通短期保護観察（交通事件による更生指導を含む）については、保護司を指名せず
に保護観察官による集団処遇を中心に行う。交通安全に関する実践的な専門的知識を学
ぶ講義の場を設け、運転態度検査等を実施し個々の問題点を明らかにすることで、違反
を犯した対象者が自発的に安全運転するよう、交通法規に関する知識の向上や遵法精神
のかん養を図る。 

 
【まなび支援課】 
○「小学生、中学生、高校生に対する効果的な交通安全教育の推進」 
(1) 各学校において、教科、道徳科、特別活動等、学校教育活動全体を通して、適切な時

期に指導時間を確保するよう、関係機関からの通知等により周知を図る。 
(2)  交通安全教育に関する教育教材等の積極的な活用など、指導方法を工夫するよう各

学校へ促す。 
(3)  私立学校へ各種交通安全運動の周知及び趣旨徹底を図る。 
(4)  家庭、地域へ交通安全運動の情報提供がなされるよう、各学校へ周知を依頼する。 
(5)  警察等関係機関との緊密な連携を図る。 
(6)  学校警察補導連絡中央協議会、中・高等学校の生徒指導主事部会等、交通安全の担当者

が集まるあらゆる機会を利用して研修の場を設け、交通安全における指導力の向上に努
める。 

(7)  高校生の原動機付自転車等の安全運転指導の徹底を高等学校へ周知する。 
(8)  スクールバスの安全な乗車について、日常的な指導を行うよう学校へ促す。 
 

【県民生活支援課】 
○「幼児に対する交通安全教育の推進」 
(1) 幼稚園、保育所、認定こども園における交通安全教育の実施を推進するとともに、教

材等の貸し出しなどの支援を行う。 
(2)  市町村の交通指導員による交通安全教室の開催を推進する。 
 

○「小学生、中学生、高校生に対する交通安全教育の推進」 
小学校、中学校、高校の要請に基づき、交通安全教育に必要な教材の貸し出しや情報提

供などの支援を行う。 
 

○「成人に対する交通安全教育の推進」 
(1)  安全運転管理者協議会の要請に基づき、交通安全教育を実施する。 
(2)  大学や専修学校、市町村、交通指導員等と連携し、自転車等の交通安全教育を推進す

る。 
 

○「高齢者に対する交通安全教育の推進」 
(1)  運転適性診断、安全運転サポート車体験、高齢者の交通事故の発生実態や加齢に伴う
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身体機能特性等についての講習会などを開催する。 
(2)  関係機関と連携して、反射材用品の配布を行うとともに、高齢者クラブ等を通じた 

交通安全の推進を図る。 
 

○「障害者に対する交通安全教育の推進」 
(1)  身体障害者運転者会の要請に基づき交通安全研修を実施する。 
(2)  関係機関と連携し、介護者への交通安全教育を推進する。 
 
○「外国人に対する交通安全教育の推進」 

事業者の要請に基づき、外国人従業員に対する交通安全研修を実施する。 
 

○「効果的な交通安全教育の推進」 
シミュレーター等の機器を活用した体験型の交通安全教育を行うとともに、教材等の貸

し出しなどの支援を実施する。 
 
【健康長寿推進課】 
○「高齢者に対する交通安全教育の推進」 
  高齢者の交通安全に対する意識の向上を図るとともに、高齢者の安全確保に向けた地域

の見守り活動を促進します。 
見守り事業取り組み実施市町村数 ２７市町村 

 
【義務教育課、特別支援教育・児童生徒支援課】 
○「幼児に対する交通安全教育の推進」 
(1)  公立幼稚園・認定こども園・特別支援学校幼稚部における交通安全指導の徹底 

ア 幼児の生活の中に、交通規則を守り安全に留意する習慣の形成を年齢差や個人差に
基づいた日常の指導をとおして図る。 

(2)  公立幼稚園・認定こども園・特別支援学校幼稚部における交通安全対策の確立 
   ア 幼児の登降園（登下校）の途上における安全の確保を図る。 
  イ 保護者、地域社会及び警察等関係機関との連携を密にし、特にチャイルドシートの 

着用効果の啓発や正しい着用の徹底を図り、幼児の事故防止を図る。 
 
【義務教育課、特別支援教育・児童生徒支援課、保健体育課】 
○「小学生に対する交通安全教育の推進」 

《学校における交通安全教育の機会の確保》 
１ 実施計画の方針及び重点 
(1) 各教科、道徳科、特別活動等、学校教育活動全体を通して、適切な時期に指導時間を 

確保する。 
２ 実施計画の内容  
(1) 体育の保健領域の指導においては、身近な交通を取り上げ、実践力につながる指導に 

務める等、教科指導においては、実践力を高める指導に努める。 
(2) 道徳科においては、自他の生命を尊重する心を育てることや安全及びきまりの意義等 

に関する指導の充実を図る。 
(3) 特別活動（学級活動、児童会活動、学校行事等）においては、交通安全に関する指導 

を重点化する。 
(4) 安全に関する指導においては、交通安全に関する内容を重視し、地域の実態及び発達 

の段階に考慮して指導する。 
《学校における交通安全教育の充実》 
１ 実施計画の方針及び重点 
 (1)  学校における交通安全教育の充実と指導体制の確立 
 (2)  児童の実態に応じた計画的な指導内容と指導方法の工夫 
 (3)  家庭、地域及び警察等関係機関との緊密な協力連携 
２ 実施計画の内容 
(1)  交通事故防止の積極的推進 

ア  安全に関する指導において、交通安全に関する情報を正しく判断し、安全のための 
行動に結びつくよう指導の充実に努める。 

イ 「危険の予測と回避」など、交通安全に必要な技能と知識を十分に習得できるよう 
実践的な指導を進める。 

ウ 交通安全教育に関する教育教材等の積極的な活用など、指導方法を工夫し、実践的 
に考えて判断する力等の評価を行う。 

エ  各種交通安全運動の周知及び趣旨徹底を図る。 
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(2)  登下校時の安全管理 
   ア  通学路の定期的な安全点検を行い、整備が必要な箇所について関係機関に要望する。 
   イ  交差点、生活道路等における計画的な街頭指導を実施する。 
  ウ  スクールバスの安全な乗車について、日常的に指導を行う。 
(3)  各種講習会、研修会等の開催 

ア  交通安全教育に関する校内の研究会及び会議を充実させるとともに、青少年育成な 
どの地域委員会等、地域と連携して交通事故防止に努める。 

イ  学校警察補導連絡中央協議会等、交通安全の担当者が、集まるあらゆる機会を利用し 
て研修の場を設け、交通安全指導の充実に努める。 

ウ 県警察本部、県交通安全協会の主催する「交通安全子供自転車大会」に協力する。 
 

○「中学生に対する交通安全教育の推進」 
《学校における交通安全教育の機会の確保》 
１ 実施計画の方針及び重点 

(1) 各教科、道徳科、特別活動等、学校教育活動全体を通して、適切な時期に指導時間 
を確保する。 

２ 実施計画の内容  
(1) 保健体育の保健分野の指導においては、交通事故による障がいの防止について学 

習し、安全に行動することの指導に努める等、教科指導においては、実践力を高める 
指導に努める。 

(2) 道徳においては、自他の生命を尊重する心を育てることや安全及びきまりの意義等 
に関する指導の充実を図る。 

(3) 特別活動（学級活動、生徒会活動、学校行事等）においては、交通安全に関する指 
導を重点化する。 

(4) 安全に関する指導においては、交通安全に関する内容を重視し、地域の実態及び発 
達の段階に考慮して指導する。 

《学校における交通安全教育の充実》 
１ 実施計画の方針及び重点 
  (1)  学校における交通安全教育の充実と指導体制の確立 
  (2)  生徒の実態に応じた計画的な指導内容と指導方法の工夫 
  (3)  家庭、地域及び警察等関係機関との緊密な協力連携 
２ 実施計画の内容 

(1)  交通事故防止の積極的推進 
 ア 安全に関する指導において、交通安全に関する情報を正しく判断し、安全のため 

の行動に結びつくよう指導の充実に努める。 
イ  「危険の予測と回避」など、交通安全に必要な技能と知識を十分に習得できるよ 

う実践的な指導を進める。 
ウ 交通安全教育に関する教育教材等の積極的な活用など、指導方法を工夫し、実践 

的に考えて判断する力等の評価を行う。 
エ  各種交通安全運動の周知及び趣旨徹底を図る。 

(2)  登下校時の安全管理 
     ア 通学路の定期的な安全点検を行い、整備が必要な箇所について関係機関に要望 

する。 
     イ 交差点、生活道路等における計画的な街頭指導を実施する。 

ウ スクールバスの安全な乗車について、日常的に指導を行う。 
エ 自転車通学者に対するヘルメット着用の遵守と自転車損害賠償責任保険等への 

加入確認と情報提供に努める。 
(3) 各種講習会、研修会等の開催 

ア  交通安全教育に関する校内の研究会及び会議を充実させるとともに、青少年育成 
などの地域委員会等、地域と連携して交通事故防止に努める。 

イ  学校警察補導連絡中央協議会、中・高等学校の生徒指導主事部会等、交通安全の担当 
者が、集まるあらゆる機会を利用して研修の場を設け、交通安全指導の充実に努める。 

 
【高校教育課、特別支援教育・児童生徒支援課、保健体育課】 
○「高校生に対する交通安全教育の推進」 
《学校における交通安全教育の機会の確保》 
１ 実施計画の方針及び重点 
(1) 各教科、特別活動等、学校教育活動全体を通して、適切な時期に指導時間を確保する。 

２ 実施計画の内容  
(1) 「体育」「保健体育」等、教科指導においては、実践力を高める指導に努める。 
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(2) 道徳教育においては、自他の生命を尊重する心を育てることや安全及びきまりの意 
義等に関する指導の充実を図る。 

(3) 特別活動（ホームルーム活動、生徒会活動、学校行事等）においては、交通安全に 
関する指導を重点化する。 

(4) 安全に関する指導においては、交通安全に関する内容を重視し、地域の実態及び発 
達の段階に考慮して指導する。 

《学校における交通安全教育の充実》 
１ 実施計画の方針及び重点 
  (1)  学校における交通安全教育の充実と指導体制の確立 
  (2)  生徒の実態に応じた計画的な指導内容と指導方法の工夫 
  (3)  家庭、地域及び警察等関係機関との緊密な協力連携 

 ２ 実施計画の内容 
(1)  交通事故防止の積極的推進 

ア 安全に関する指導において、交通安全に関する情報を正しく判断し、安全のため 
の行動に結びつくよう指導の充実に努める。 

イ  「危険の予測と回避」など、交通安全に必要な技能と知識を十分に習得できるよ 
う実践的な指導を進める。 

ウ 交通安全教育に関する教育教材等の積極的な活用など、指導方法を工夫し、実践 
的に考えて判断する力等の評価を行う。 

エ  各種交通安全運動の周知及び趣旨徹底を図る。 
(2)  登下校時の安全管理 

     ア  通学路の定期的な安全点検を行い、整備が必要な箇所について関係機関に要望 
する。 

     イ  交差点、生活道路等における計画的な街頭指導を実施する。 
   ウ  自転車安全利用五則の周知徹底に努め、歩行者の保護や二人乗り・傘差し片手運 

転・無灯火及び並列走行の禁止等、自転車運転マナ－の向上を図る。 
    エ  自転車の整備、点検指導を徹底する。 

オ  高校生の原動機付自転車等の安全運転指導を徹底する。 
カ スクールバスの安全な乗車について、日常的に指導を行う。 
キ 自転車通学者に対する自転車損害賠償責任保険等への加入確認と情報提供に努 

める。また、ヘルメットの着用については、県立学校は義務化とし、生徒の安全確 
保に努める。 

(3)  各種講習会、研修会等の開催 
ア  交通安全教育に関する校内の研究会及び会議を充実させるとともに、青少年育成 

などの地域委員会等、地域と連携して交通事故防止に努める。 
イ  学校警察補導連絡中央協議会、中・高等学校の生徒指導主事部会等、交通安全の担当 

者が、集まるあらゆる機会を利用して研修の場を設け、交通安全指導の充実に努め 
る。 

(4)  交通安全指導のための事業推進 
     ア 県交通安全協会等の主催する「二輪車安全運転山梨県大会」に協力する。 

イ  県二輪車安全運転推進委員会の協力を得て、高等学校ごとに二輪車安全運転講習 
会を開催する。 

    ウ 県自転車軽自動車商協同組合の協力を得て、自転車安全点検を実施する。 
   エ 年間を通じて、高校生の通学時マナーアップ運動を実施する。 

オ 高校生の“交通事故・違反「０」３か月運動”を設定し、交通安全意識の高揚を 
図る。 

カ セーフティードライブ・チャレンジ１２３への積極的な参加を図る。 
 
【社会教育課】 
○「成人に対する交通安全教育の推進」 

各種団体指導者研修等において、交通安全を促し、交通安全運動の輪を広げるよう努め
る。 

 
○「高齢者に対する交通安全教育の推進」 

「山梨ことぶき勧学院」における学習講座を通し、交通安全に対する関心を高め自ら実践
する態度をかん養する。 

 
【交通企画課】 
○「園児、小学生、中学生、高校生に対する交通安全教育の推進」 
  幼稚園、保育所及び認定こども園、小学校、中学校、高等学校において行われる交通安
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全教育の支援を行うとともに、園児、児童、中学生、高校生に対する交通安全教育を推進
する。 

 
○「成人に対する交通安全教育の推進」 

 社会人、大学生等に対する交通安全教育の支援を行うとともに、社会人、大学生等に対
する交通安全教育を推進する。 
 

○「高齢者に対する交通安全教育の推進」 
 高齢者に対する交通安全教育の支援を行うとともに、高齢者に対する社会教育の場面、
福祉活動、各種の催し等の多様な機会を活用した交通安全教育を推進する。 
 

○「外国人に対する交通安全教育の推進」 
 母国との交通ルールの違いや交通安全に対する考え方の違いを理解させるなど、効果的
な交通安全教育を推進するとともに、関係機関・団体と連携し、多言語によるガイドブッ
クやウェブサイト等各種広報媒体を活用するなど、交通ルールの周知活動等を推進する。 
 

○「効果的な交通安全教育の推進」 
   関係機関・団体の求めに応じて交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派遣及び情

報の提供等、相互の連携を図りながら交通安全教育を推進する。 
また、受講者に応じた交通安全教育方法を用いるとともに、ドライブレコーダー、シミ

ュレーター、ＶＲ等の機器を使用する参加・体験・実践型の教育方法を積極的に活用す
る。 
さらに、ウェブサイトやＳＮＳ等の各種媒体の積極的活用など、対面によらない交通安

全教育や広報啓発活動についても効果的に推進する。 
 

【運転免許課】 
○「成人に対する交通安全教育の推進」 
   運転免許取得時の教育は、自動車教習所における教習が中心となることから、教習水準

の一層の向上に努める。 
  免許取得後の運転者教育は、運転者としての社会的責任の自覚、安全運転に必要な知識
及び技能、特に危険予測・回避の能力の向上、交通事故被害者等の心情等交通事故の悲惨
さに対する理解及び交通安全意識・交通マナーの向上を目標とし、免許更新時や各種講習
等を行う。 

 
○「高齢者に対する交通安全教育の推進」 

高齢運転者に対しては、高齢者講習及び更新時講習の内容の充実に努める。 
 

○「外国人に対する交通安全教育の推進」 
   外国人運転者に対しては、外国人の居住実態や要望等を踏まえ、日本の運転免許取得時 

に係る運転免許学科試験等の多言語化を推進する。 
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第２ 交通安全思想の普及徹底 
  ２ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

 
 実施機関 
 

関東運輸局山梨運輸支局、まなび支援課、県民生活支援課、農業技術課、道路管理
課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育・児童生徒支援課、保健体育課、交通
企画課、交通指導課 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
○「チャイルドシートの正しい使用の徹底」 

チャイルドシートについて、自動車使用者へ安全性能試験結果の情報を提供し、安全な
チャイルドシートの普及を促進する。 

 
○「その他の普及啓発活動の推進」 

自動車ユーザーが安全な自動車を選べるようにするために、自動車の車種ごとに安全性
能に関する情報を提供し、より安全な自動車の普及拡大を図る。 

 
【まなび支援課】 
○「横断歩行者の安全確保」 

歩行者の交通ルールについての理解を深め、歩行者自らの安全を守るための交通行動を
促すため、交通安全教育等を推進する。 

 
○「自転車の安全利用の推進」 

自転車安全利用五則を周知徹底し、二人乗り・傘差し片手運転・無灯火及び並列走行等 
の危険運転の禁止・ヘルメット着用・歩行者の保護など自転車運転マナ－の向上を図る。 

日頃からの自転車の点検整備の重要性を保護者・児童、生徒自身が十分認識できるため
の学校による取組を促進する。 

自転車通学者に対して、自転車損害賠償責任保険等への加入を促進するため、情報提供
に努める。 

 
【県民生活支援課】 
○「交通安全運動の推進」 

県の運動主催機関・団体をはじめ、交通対策推進協議会等の構成機関・団体が相互に連
携して、交通安全運動を組織的・継続的に展開する。 

事前に、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計画等について広報誌、広報CM、広報
車等により広く住民に周知することにより、県民参加型の交通安全運動の充実・発展を図
る。 

関係機関・団体が連携し、運動終了後も継続的・自主的な活動が展開されるよう、事故
実態、住民や交通事故被害者等のニーズ等を踏まえた実施に努める。 

地域に密着したきめ細かい活動が期待できる民間団体及び交通ボランティアの参加促進
を図り、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとし
て意識させる交通安全活動を促進する。 

「交通事故死ゼロを目指す日」を春及び秋の全国交通安全運動期間中に設定し、街頭キ
ャンペーン等の広報活動、交通関係団体による広報啓発活動を積極的に展開する。 

事後においては、運動の効果を検証、評価することにより、一層効果的な運動が実施さ
れるよう配意する。 

 
○「横断歩行者の安全確保」 

交通安全教室や交通安全イベントを通じて、運転者に対する歩行者優先義務や歩行者に
対する交通安全教育を推進する。 

 
○「自転車等の安全利用の推進」 

自転車については、チラシ・ポスター、広報誌、広報CM、交通安全イベント、自転車小
売業者･貸付事業者登録制度等を通じて、条例等で規定されている自転車の安全適正利用
や自転車保険加入の促進、乗車用ヘルメットの着用、幼児用座席でのシートベルトの着用
などの普及啓発を強力に行う。 

特定小型原動機付自転車については、車体の大きさや構造等の基準、交通ルール、安全
面等の特性を理解してもらい、適正な利用の推進を図る。 
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○「小型モビリティの適正な利用の推進」 
  小型モビリティについては、安全面等の特性を理解してもらい、適正な利用の推進を図

る。 
 
○「後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底」 

交通安全イベントなどにおいて、衝突実験映像やシートベルトコンビンサーを用いた着
用効果が実感できる参加・体験型の交通安全教育を推進するほか、全席シートベルト・チ
ャイルドシート着用推進の日における羽子板等を用いた街頭啓発活動、交通安全チャイル
ドシート講習会や県広報ＣＭなど、あらゆる機会・媒体を通じてシートベルトの正しい着
用の徹底を図る。 

 
○「チャイルドシートの正しい使用の徹底」 

交通安全チャイルドシート講習会を開催し、正しい使用の徹底、6歳以上でも必要に応
じて使用させること、各種支援制度の活用などを周知啓発する。 

 
○「反射材用品等の普及促進」 

交通安全教室や交通安全イベントを通じて、反射材の視認効果や使用方法、身の回り品
への組み込みなどの情報提供を行う。 

 
○「飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進」 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交通安全教育や広
報啓発を引き続き推進する。 

交通ボランティアや安全運転管理者、運行管理者、酒類製造・販売業者、酒類提供飲食
店、駐車場関係者等と連携してハンドルキーパー運動の普及啓発、アルコール検知器等に
よる運行前検査の法令化の周知に努めるなど、地域、職域等における飲酒運転根絶の取り
組みを進める。 

死亡事故等の多発する年末年始における、酒類提供店等と連携した「飲酒運転しない・
させない山梨キャンペーン」の実施、市町村ごとに飲酒運転の事故率・違反率を公表する
ことによる啓発、アルコール問題の専門家を企業の研修会に派遣する取り組み、飲酒運転
根絶活動推進員による飲食店への訪問活動、飲酒運転根絶に向けた取り組みを実施してい
る企業や飲食店をモデル事業所として公表する取り組みを通じて、「飲酒運転を絶対にし
ない、させない」という県民の規範意識の確立を図る。 

飲酒運転をした者について、アルコール依存症等が疑われる場合に、地域の実情に応
じ、運転者やその家族が相談、指導及び支援等を受けられるよう、関係機関・団体が連携
した取り組みの推進に努める。 

県及び市町村で取り組んでいる飲酒運転根絶に向けた施策については、他の地域におけ
る施策実施に当たっての参考となるよう、積極的な情報共有を図っていく。 

 
○「効果的な広報の実施」 

官民が一体となった交通安全運動の機会、広報CM、県･市町村の広報誌などの家庭向け
の広報媒体を通じて、子供と高齢者の交通事故防止、シートベルト･チャイルドシートの
着用の徹底、妨害運転や飲酒運転の根絶、運転中のスマートフォンの操作の危険性等につ
いて啓発を行う。 

民間団体の交通安全に関する広報活動を援助するため、情報提供等を積極的に行う。 
 

○「その他の普及啓発活動の推進」 
広報CM等を通じて高齢者の事故実態や夜間の重大事故の実態等を広く周知する。 
二輪車運転者の被害軽減を図るため、ヘルメットの正しい着用とプロテクターの着用に

ついて、県、警察、関係団体と連携し、8月19日のバイクの日のほか、夏休みや行楽シー
ズン等の時期に交通事故の多発する県境の幹線道路や道の駅などにおいて、街頭指導や広
報啓発活動を推進し、胸部等の保護や安全走行の重要性について理解増進に努める。 

 
【農業技術課】 
○「その他の普及啓発活動の推進」 
  トラクターやスピードスプレーヤーなど乗用型機械の事故防止を図るため、農作業安全

研修会等により、公道走行時の安全確認や灯火器等の設置と使用、シートベルトの着用等
について、交通安全の周知と啓発を行う。 

 
【道路管理課】 
○「交通安全運動の推進」 
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交通対策推進協議会等の構成機関・団体と相互に連携して、交通安全運動を組織的・継
続的に展開する。 

「交通事故死ゼロを目指す日」を春及び秋の全国交通安全運動期間中に、広報啓発活動
を積極的に展開する。 

 
【義務教育課、高校教育課、特別支援教育・児童生徒支援課、保健体育課】 
○「横断歩行者の安全確保」 
  国や各関係団体からの通知等を、公立の高等学校や特別支援学校、また各市町村教育委

員会を通じ公立の小学校、中学校へ周知を行い、安全確保に結びつくよう努める。 
 
○「自転車の安全利用の推進」 
(1) 「山梨県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」に関する周知等の推進 

ア 条例の趣旨、内容についての周知、啓発、指導を行う。 
イ 自転車通学者に対し自転車損害賠償責任保険加入率等、条例施行後の状況調査を行

う。 
ウ 自転車通学者に対し自転車損害賠償責任保険等への加入確認と情報提供に努める。 

(2)  各種講習会、研修会等の開催 

ア  交通安全教育に関する校内の研究会及び会議を充実させるとともに、青少年育成な
どの地域委員会等、地域と連携して通学者の自転車利用を含めた交通事故防止に努め
る。 

イ  学校警察補導連絡中央協議会、中・高等学校の生徒指導主事部会等、交通安全の担当者
が集まるあらゆる機会を利用して研修の場を設け、通学者の自転車利用を含めた交通
安全指導の充実に努める。 

(3)  交通安全指導のための事業推進 

   ア  県警察本部、県交通安全協会の主催する「交通安全子供自転車大会」に協力する。 

   イ 県交通安全協会等の主催する「中学生交通安全弁論大会」に協力する。 
ウ 県自転車軽自動車商協同組合の協力を得て、自転車安全点検を実施する。 
エ 年間を通じて、高校生の通学時マナーアップ運動を実施する。 

(4)  登下校時の安全管理 
ア  自転車安全利用五則の周知徹底に努め、歩行者の保護や二人乗り・傘差し片手運転・
無灯火及び並列走行の禁止等、自転車運転マナ－の向上を図る。 

  イ  自転車の整備、点検指導を徹底する。 

 
【交通企画課】 
○「交通安全運動の推進」 
  ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、
あらゆる広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活
動等、積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「横断歩行者の安全確保」 
  運転者に対して横断歩道手前での減速義務や横断歩道における歩行者優先義務を再認識

させ、歩行者に対して横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは、その信号に従うと
いった交通ルールの周知を図るとともに、運転者に対して横断する意思を明確に伝え、安
全を確認してから横断をはじめ、横断中も周りに気をつけること等、歩行者が自らの安全
を守るための交通行動を促すための交通安全教育のほか、ポスター及びチラシ等の作成
配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆる広報媒体を有効的に活
用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動等、積極的な広報啓発活動を
推進する。 

 
○「自転車の安全利用の推進」 
 「自転車安全利用五則」（令和4年11月1日 中央交通安全対策会議 交通対策本部決定）等

を活用し、歩行者や他の車両に配慮した通行等自転車の正しい乗り方や、全ての自転車利
用者に対する乗車用ヘルメット着用努力義務化に関する交通安全教育のほか、ポスター
及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆる広
報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動等、積極
的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底」 
  シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、後部座席を含めた全

ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底を図る交通安全教育のほか、ポスタ
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ー及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆる
広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動等、積
極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「チャイルドシートの正しい使用の徹底」 
  チャイルドシートの使用効果及び正しい使用の徹底を図る交通安全教育のほか、ポス
ター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆ
る広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動等、
積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「反射材用品等の普及促進」 
  ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、
あらゆる広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活
動等、積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進」 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交通安全教育やハ
ンドルキーパー運動の普及啓発のほか、ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホー
ムページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あらゆる広報媒体を有効的に活用するとともに、
関係機関・団体等と協働した街頭活動等、積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「効果的な広報の実施」 
  ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、
あらゆる広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活
動等、積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
○「その他の普及啓発活動の推進」 

高齢者、最高速度違反、飲酒運転、歩行者の事故実態や二輪車の安全走行について、
ポスター及びチラシ等の作成配布を始め、ホームページ、ミニ広報紙、ＳＮＳ等、あ
らゆる広報媒体を有効的に活用するとともに、関係機関・団体等と協働した街頭活動
等、積極的な広報啓発活動を推進する。 

 
【交通指導課】 
○「横断歩行者の安全確保」 

人対車の事故に占める道路横断中の事故が依然として高い傾向にあることから、通学路
や生活道路を中心とした横断歩行者等妨害違反の取締りを強化する。 
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第２ 交通安全思想の普及徹底 
  ３ 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

 
 実施機関 
 

 
関東運輸局山梨運輸支局、県民生活支援課、交通企画課 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
地域団体、自動車製造・販売団体、自動車利用者団体等については、それぞれの立場に応

じた交通安全活動が地域の実情に即して効果的かつ積極的に行われるよう、全国交通安全運
動等の機会を利用して働き掛けを行う。そのため、交通安全対策に関する行政・民間団体間
及び民間団体相互間において定期的に連絡協議を行い、交通安全に関する県民挙げての活動
の展開を図る。 
 
【県民生活支援課】 

山梨県交通安全協会等と連携して、子供自転車大会等の交通安全に関する事業を実施する
ことにより、その主体的な活動を促進する。 
山梨県交通対策推進協議会の総会を毎年1回以上開催し、構成団体相互の連携を図る。 

市町村の交通指導員の研修会を通じて資質向上を図り、地域における交通指導員の交通安全
教育を促進する。また幅広い年代の交通指導員の確保に努める。 
 
【交通企画課】 
 交通安全を目的とする活動に対して、必要な資料の提供に努めるとともに、従来の関係団
体との協働に留まることなく、新たな組織・団体に対して交通安全に関する諸活動を要
請するなど、交通安全思想の普及拡大を図る。 
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第２ 交通安全思想の普及徹底 
  ４ 地域における交通安全活動への参画・協働の推進 

 
 実施機関 
 

 
県民生活支援課、交通企画課 
 

 
○実施計画の内容 

【県民生活支援課】 
全国交通安全運動の実施要領に基づき、市町村を通じて住民が主体的に行う「ヒヤリ地図」

の作成、交通安全総点検を行うなど住民の参加協働を積極的に推進する。 
 

【交通企画課】 
 交通安全を目的とする活動に対して、必要な資料の提供に努めるとともに、従来の関係団 

体との協働に留まることなく、住民の参加・協働を推進するなど、交通安全思想の普及 

拡大を図る。 
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第３ 安全運転の確保 
  １ 運転者教育等の充実 

 
 実施機関 
 

 
関東運輸局山梨運輸支局、リニア・次世代交通推進課、県民生活支援課、交通企画
課、交通指導課、運転免許課 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
○「自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実」 

事業用自動車の運転者のうち、事故惹起運転者、初任運転者及び高齢運転者に対し、 
「事業用自動車の運転者に対して行う指導監督の教育指針」により、特別な教育の実施、 
適性診断の受診が義務付けされていることから、事業者に徹底を図る。 

さらに、適性診断認定機関に対し、適性診断の受診環境を整備し受診を促進するよう 
指導する。 

 
【リニア・次世代交通推進課】 
○「高齢運転者対策の充実」 

本県にとって望ましい公共交通の姿を明らかにする「地域公共交通のマスタープラン」
として策定した「地域公共交通計画」に基づき、通勤や買い物など高齢者をはじめとした
県民の活動機会を保障するため、広域生活交通の確保維持を図る。 

 
【県民生活支援課】 
○「シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底」 

関係機関・団体と連携し、全席シートベルト・チャイルドシート着用推進の日における 
羽子板等を用いた街頭啓発活動、交通安全イベントでのシートベルトコンビンサーを用い 
た体験講習の開催、交通安全チャイルドシート講習会、交通安全運動等あらゆる機会を 
通じて、着用効果の啓発を積極的に行う。 

 
○「自動車運転代行業の指導育成等」 

自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、交通の安全及び利用者の保護を図るた
め、自動車運転代行業者に対し、立入検査等を行うほか、無認定営業、損害賠償措置義務 
違反、無免許運転等の違法行為に対しては、担当部署と連携して厳正な取締りを実施する。 

 
【交通企画課】 
○「高齢運転者対策の充実」 
  高齢者に対する交通安全教育の支援を行うとともに、高齢者に対する社会教育の場面、 

福祉活動、各種の催し等の多様な機会を活用した交通安全教育を推進する。 
 
○「シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底」 
  関係機関・団体と連携し、街頭活動、交通安全教室、交通安全運動等あらゆる機会を 

通じて、着用効果の啓発を積極的に行う。 
 
○「自動車運転代行業の指導育成等」 
  自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、交通の安全及び利用者の保護を図る 

ため、自動車運転代行業者に対し、立入検査等を行うほか、無認定営業、損害賠償措置 
義務違反、無免許運転等の違法行為に対しては、担当部署と連携して厳正な取締りを実 
施する。 

 
【交通指導課】 
○「シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底」 

   シートベルト、チャイルドシート及びヘルメット着用義務違反に対する街頭での交通 
指導取締りを推進する。 

 
【運転免許課】 
○「運転免許を取得しようとする者に対する教習の充実」 
  自動車教習所の教習に関し、交通事故の発生状況、道路環境等の交通状況を勘案しつ 

つ、教習カリキュラムの見直し・検討を進めるほか、教習指導員等の資質の向上、教習内 
容及び技法の充実を図り、教習水準を高める。 
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○「運転者に対する再教育等の充実」 

更新時講習や各種講習により運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習施設 
・設備の拡充を図るほか、講習指導員の資質向上、講習資機材の高度化並びに講習内容及 
び講習方法の充実に努める。 

   特に、飲酒運転を根絶する観点から、飲酒取消講習の確実な実施や飲酒学級の充実に 
努める。 

   また、自動車教習所については、既に運転免許を取得した者に対する再教育も実施する 
など、地域の交通安全教育センターとしての機能の充実に努める。 

 
○「妨害運転等の悪質・危険な運転者に対する処分者講習での再教育」 

運転適性検査により、受講者の運転特性を診断した上で、必要な個別的指導等を実施 
し、悪質・危険な運転特性の矯正を図る。 
 

○「二輪車安全運転対策の推進」 
取得時講習のほか、二輪車安全運転講習及び原付安全運転講習の推進に努める。 

   また、指定自動車教習所における交通安全教育体制の整備等を促進し、二輪車運転者 
に対する教育の充実強化に努める。 

 
○「高齢運転者に対する教育の充実」 
(1) 高齢者に対する教育の充実 

     高齢者講習の効果的実施、更新時講習における高齢者学級の拡充等に努める。 
  特に、高齢者講習においては、運転技能に着目したきめ細かな講習を実施するととも
に、より効果的かつ効率的な教育に努める。 

(2) 臨時適性検査等の確実な実施 
認知機能検査、安全運転相談等の機会を通じて、認知症の疑いがある運転者等の把握 

に努め臨時適性検査等の確実な実施により、安全な運転に支障のある者については運転 
免許の取消し等の行政処分を行う。 

また、臨時適性検査等の円滑な実施のため、関係機関・団体等と連携して、同検査等 
を実施する認知症に関する専門医の確保を図るなど、体制の強化に努める。 

(3) 運転技能検査の制度等の適切な運用 
７５歳以上で一定の違反歴がある高齢運転者に対する運転技能検査制度の導入申請に 

より対象車両を安全運転サポート車に限定するなどの限定条件付免許制度の適切な運用 
を推進する。 

(4) 高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 
     高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの積極的な使用の促進を図る。 
(5) 高齢者支援施策の推進 

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環境の整備を図 
るため関係機関等が連携し、運転経歴証明書制度の周知を図る。 

 
○「危険な運転者の早期排除」 

行政処分制度の適正かつ迅速な運用により長期未執行者の解消に努めるほか、自動車等 
の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気等にかかっていると疑われる者等に対する 
臨時適性検査等の迅速・的確な実施に努めるなど、危険な運転者の早期排除を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



37 

 

第３ 安全運転の確保 
  ２ 運転免許制度の改善 

 
 実施機関 
 

 
運転免許課 
 

 
○実施計画の内容 

【運転免許課】 
  交通事故の傾向等、最近の交通情勢を踏まえ、運転免許試験について、現実の交通環境に 

おける能力の有無を的確に判定するものとなっているかについて検証を行い、必要に応じ、 
改善を図る。 

  また、県民の立場に立った運転免許業務を行うため、手続のデジタル化の推進により更新 
負担の軽減を図ったり、交通事故被害者の心情に沿った対応を行うとともに、高齢者講習に 
ついては、自動車教習所等と連携して、受講者の受入体制の拡充を図る。 

  更に、運転免許試験場における障害者等のための設備・資機材の整備及び安全運転相談活 
動の充実を図る。 
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第３ 安全運転の確保 
  ３ 安全運転管理の推進 

 
 実施機関 
 

 
関東運輸局山梨運輸支局、交通企画課、交通指導課 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
事業活動に伴う交通事故防止を更に促進するため、ドライブレコーダー、デジタル式運行 

記録計等（以下「ドライブレコーダー等」という。）の安全運転の確保に資する車載機器の 
普及促進に努めるとともに、ドライブレコーダー等によって得られた映像を元に、身近な道 
路に潜む危険や、日頃の運転行動の問題点等の自覚を促す交通安全教育や安全運転管理への 
活用方法について周知を図る。 

 
【交通企画課】 
 安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を図るとともに、日々変化する道路交通の現状や 
交通関係法令改正内容等の解説を始め、事業活動にともなう交通事故防止を促進するための 
安全運転管理に活用できる効果的な法定講習の実施を図る。 
 また、アルコール検知器を用いた運転前後の酒気帯び有無の確認など、法令で定める安全 
運転管理業務の確実な実施について指導する。 

 
【交通指導課】 

  事業活動に伴う道路交通法違反等に関しては、使用者等へ通知を推進するほか、使用者、 
安全運転管理者等に対する責任追及を徹底し、使用者等による下命容認の立証に努める。 
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第３ 安全運転の確保 
  ４ 事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対策の推進 

 
 実施機関 
 

 
関東運輸局山梨運輸支局 
 

 
○実施計画の内容 

【関東運輸局山梨運輸支局】 
○「運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立」 

事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する
運輸安全マネジメント評価については、運輸防災マネジメント指針を活用し、自然災害へ
の対応を運輸安全マネジメント評価において重点的に確認するなど、事業者の取組の深化
を促進する。 

 
○「抜本的対策による飲酒運転、迷惑運転等悪質な法令違反の根絶」 

点呼時のアルコール検知器を使用した確認の徹底や、薬物に関する正しい知識や使用禁
止について、運転者に対する日常的な指導・監督を徹底するよう、講習会や全国交通安全
運動、年末年始の輸送等安全総点検なども活用し、事業者や運行管理者等に対し指導を行
う。 

さらに、スマートフォンの画面を注視したり、携帯電話で通話したりしながら運転する
｢ながら運転｣、他の車両の通行を妨害し、重大な交通事故にもつながる｢あおり運転｣とい
った迷惑運転について、運転者に対する指導･監督を実施するよう、事業者に対し指導を行
う。 

 
○「ＩＣＴ・自動運転等新技術の開発・普及推進」 

事業者における交通事故防止のため、衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ装置や運行管理
に資する機器等の普及促進に努める。 

また、デジタル式運行記録計、ドライブレコーダー等の運行管理の高度化に資する機器
の導入や、過労運転防止のための先進的な取組に対し支援を行う。 

さらに、事業者における運行管理者の人手不足、運転者や運行管理者の働き方改革等に
対応するため、安全性を確保した上での運行管理の効率化に資するICT技術の開発・普及を
促進する。 

 
○「超高齢社会におけるユニバーサルデザインサービス連携強化を踏まえた事故の防止対 

策」 
事業用自動車の運転者の高齢化、及び高齢者が被害者となる事故の増加を踏まえ、高齢運

転者による事故防止対策を推進するとともに、乗合バスにおける車内事故の実態を踏まえ
た取り組みを実施する。 
 

○「業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策」 
   輸送の安全を図るため、トラック・バス・タクシーの業態毎や運転者の年齢、健康状態

等の特徴的な事故傾向を踏まえた事故防止の取り組みを現場関係者とも一丸となって実施
させるとともに、運転者に対する指導・監督マニュアルの策定や、より効果的な指導方法
の確立など、更なる運転者教育の充実・強化を検討・実施する。 

   更に、平成２８年に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、安全・安心な貸切バスの
運行を実現するための総合的な対策が取りまとめられたところ、乗客の死傷事故低減を図
るためフォローアップを行いながら対策を推進する。 

 
○「事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえた対策」 

社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故については、事業用自動車事故調査委員会
における事故の背景にある組織的・構造的問題の更なる解明を含めた原因分析、より客観
的で質の高い再発防止策の提言を受け、事業者等の関係者が適切に対応し、事故の未然防
止に向けた取り組みを促進する。 

 
○「運転者の健康起因事故防止対策の推進」 
   運転者の疾病により、運転を継続できなくなる健康起因事故を防止するため、「事業用

自動車の運転者の健康管理マニュアル」の周知・徹底を図るとともに、睡眠時無呼吸症候
群、脳血管疾患、心臓疾患・大血管疾患及び視野障害について、対策ガイドラインの周
知・徹底を図り、スクリーニング検査の普及を促進する。 
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○「自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底」 
事業者における関係法令等の遵守及び適切な運行管理の徹底を図るため、法令違反が疑

われる事業者に対する重点的かつ優先的な監査を実施するとともに、悪質違反を犯した事
業者や重大事故を引き起こした事業者に対する監査を徹底する。 

また、貸切バスについては、軽井沢スキーバス事故を受け、取りまとめた総合的対策に
基づき、法令違反の早期是正や違反を繰り返す事業者を退出させるよう行政処分基準を厳
格に運用する。 

さらに、民間の調査員が一般の利用者として実際に運行する貸切バスに乗車し、休憩時
間の確保などの法令遵守状況の調査を行う「覆面添乗調査」を実施する。 

このほか、自動車運送事業者に対する行政処分基準については、適宜見直しを行う。 
 
○「自動車運送事業安全性評価事業の促進等」 

貨物自動車運送適正化事業実施機関において、利用者が安全性の高い貨物自動車運送事
業者を選択することができるようにするため、事業者全体の安全性向上に資するものとし
て実施している「貨物自動車運送業安全性評価事業」（通称Gマーク制度）の普及を更に
促進する。 

公益社団法人日本バス協会において、旅行会社や利用者がより安全性の高い貸切バス事
業者を選択することができるようにするとともに、貸切バス事業者の安全性の確保に向け
た意義の向上や取組の促進を図るため、「貸切バス事業者安全性評価認定制度」の普及を
促進する。 

   また、本制度においては、令和５年12月に運行管理等の審査基準の厳格化や、認定種別 
  を三ツ星から五ツ星に変更するなど、制度開始以来初の抜本的見直しを行ったところであ

り、より一層の普及促進を図る。 
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第３ 安全運転の確保 
  ５ 交通労働災害の防止等 

 
 実施機関 
 

 
山梨労働局 
 

 
○実施計画の内容 

【山梨労働局】 
○「交通労働災害の防止」 
(1) 業務において自動車を使用する事業場に対し、下記事項を重点に「交通労働災害防止

のためのガイドライン」の周知を図る。 
ア 交通労働災害防止のための管理体制の確立 
イ 適正な労働時間等の管理及び走行管理の実施 
ウ 各種教育・訓練等の実施 
エ 適切な健康管理の実施 
オ 交通労働災害防止のための意識の高揚 
カ 荷主、元請業者による配慮 

(2) 陸上貨物運送事業労働災害防止協会山梨県支部への支援・連携を行う。 
 
○「運転者の労働条件の適正化等」 
(1) 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準告示」とい

う。）の自主的な履行等を促進し、長時間労働等を防止するため、業界団体に対する指
導を行うとともに、自動車運転者を使用する事業場に対し、下記事項に重点をおいた監
督指導を実施する。 
ア 「改善基準告示」の遵守による恒常的長時間労働の排除 
イ 自動車運転者に対する労働条件の明示 
ウ 労働時間、休息期間、休日等の適正化 
エ 「改善基準告示」に基づく時間外・休日労働協定届の指導と届出の促進 
オ 年次有給休暇の取得促進 
カ 賃金制度の適正化、特に累進歩合給の廃止 

  キ 賃金台帳、特に労働時間、労働日数、時間外労働時間数、割増賃金額などの適切な
整備 

ク 定期健康診断の実施の徹底、特に深夜業の運転者については、年間２回実施 
ケ 長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する医師による面接指導の実

施など労働者の健康管理に係る措置の徹底 
(2) 時間外労働の上限規制及び改正改善基準告示の周知を図る。 
(3) 労働基準監督署を通じて発着荷主等に対し、①長時間の恒常的な荷待ちの改善に努め

ること、②運送業務の発注担当者に改正改善基準告示を周知し、トラック運転者がこれ
を遵守できるよう協力すること、などを要請する。 

(4) 荷主及びトラック運送事業者に対し、「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長
時間労働の改善に向けたガイドライン」の周知を図る。 

(5) 高齢労働者（運転者）等に配慮した安全で快適な職場環境の実現への取組を推進す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


